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２ 資格審査申請書の受付期間及び受付場所
 受付期間 令和６年９月３日から令和６年
10月４日までの土曜日、日曜日及び祝日を除
く10時から12時及び13時から17時（最終日は
16時）まで。なお、令和６年10月４日（休日
を除く。）以降においても、随時、申請を受け
付けるが、開札の時までに当該共同企業体と
しての資格の認定を受けていなければならな
い。
 受付場所 〒1020074 東京都千代田区九
段南１１15九段第二合同庁舎 国土交通
省東京航空局総務部契約課契約係 ＴＥＬ
0368801505

３ 特定ＪＶの構成員の数、資格要件等
 構成員の数 構成員の数は、２社又は３社
とする。
 構成員の組合せ 構成員の組合せは、次の
条件に該当する者の組合せとするものとす
る。
 予算決算及び会計令（以下「予決令」と
いう。）第70条の規定に該当しない者である
こと。なお、未成年者、被保佐人又は被補
助人であって、契約締結のために必要な同
意を得ている者は、同条中、特別の理由が
ある場合に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者であ
ること。
 東京航空局における「電気工事業」に係
る令和５・６年度国土交通省一般（指名）
競争参加資格を有する者（会社更生法（平
成14年法律第154号）に基づき更生手続開
始の申立てがなされている者又は民事再生
法（平成11年法律第225号）に基づき再生
手続開始の申立てがなされている者につい
ては、手続開始の決定後、国土交通省東京
航空局長が別に定める手続に基づく一般競
争参加資格の再認定を受けていること。）で
あり、当該認定の際に客観的事項（共通事
項）について算定した経営事項評価点数が、
1100点以上であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
でないこと。但し、の再認定を受けてい
る者を除く。

 当該申請書の提出期限から開札日までの
間に、東京航空局長から「航空局所掌の工
事請負契約に係る指名停止等の措置要領
（昭和59年６月28日付け、空経第386号）」
に基づく指名停止を受けていない者である
こと。
 警察当局から、国土交通省に対し、暴力
団員が実質的に経営を支配する業者又はこ
れに準ずる者として、公共工事からの排除
要請があり、当該状態が継続している者で
ないこと。

 代表者の要件 代表者の要件は、次の各号
の要件を満たすものとする。
 構成員中最大の施工能力を有する者とす
る。
 等級区分の異なる構成員により結成する
場合は、最上位の等級区分に決定されてい
る者とする。
 出資比率が、構成員中最大である者とす
る。

 有効期間 特定ＪＶの有効期間は、次の各
号に掲げる者の区分に応じ当該各号に定める
期間とする。
 契約の相手方となった者 競争参加資格
が認定されたときから、工事が完了すると
きまでとする。
 契約の相手方とならなかった者 競争参
加資格が認定されたときから、契約の相手
方と契約を締結するときまでとする。

４ 資格審査申請書類 以下に掲げる書類を２
の受付期間中に提出すること。持参、郵送（書
留郵便に限る。提出期間内必着。）又は託送（書
留郵便と同等のものに限る。提出期限内必着。）
すること。
 一般競争参加資格審査申請書
 経営事項審査結果通知書の写し
※令和５・６年度の競争参加資格審査の申請
において用いたものに限る。

 特定建設工事共同企業体協定書の写し
 委任状
５ 資格審査結果の通知
 本工事の特定ＪＶ希望者は、上記４に掲げ
る資格審査のほか、本工事の入札公告３に
掲げる資格審査に係る申請書類を提出し、東
京航空局長の確認を受けなければならない。

 資格審査の結果は、本工事の入札公告にか
かる確認通知期限までに特定ＪＶ資格認定通
知書により通知する。
 本工事の入札公告２の認定を受けていな
い者を構成員に含む特定ＪＶもこの申請をす
ることができるが、開札日までに本工事の入
札公告２を満たしていることを条件として
特定ＪＶでの資格認定を通知する。
ただし、当該通知を受けた者が特定ＪＶと
して入札に参加するためには、開札日までに
本工事の入札公告２の条件を満たし、上記
４の資格の認定を受けていなければならな
い。

６ その他
 特定ＪＶの名称は、「東京国際空港海上保安
庁格納庫電気設備工事〇〇・▼▼（会社名等）
特定建設工事共同企業体」とすること。
 特定ＪＶの資格審査申請をする者は、併せ
て入札公告にかかる競争参加資格の確認を受
ける必要があることから、当該入札公告の指
示に従い、別途申請手続きを行うこと。
 申請手続について不明な点があれば、次に
照会すること。２に同じ

資料提供招請に関する公表
次のとおり物品の導入を予定していますので、
下記のとおり資料等の提供を招請します。
令和６年９月３日
警察庁長官官房会計課理事官 重成 麻利

◎調達機関番号 009 ◎所在地番号 13
〇第 903 号
１ 調達内容
 品目分類番号 15、28
 導入計画物品及び数量
衛星携帯電話701式

 調達方法 購入等
 導入予定時期 令和７年度以降
 調達に必要とされる基本的な要求要件 詳
細は導入説明書による。

２ 資料及びコメントの提供方法
 資料等の提供期限 令和６年10月４日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）

 提出先 〒1008974 東京都千代田区霞が
関２１２ 警察庁長官官房通信基盤課課
長補佐 畠山 里美 電話0335810141
内線6189

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和６年９月３日から令和６年
10月４日まで。
 交付方法 本公告日から調達ポータル上に
てダウンロード可能。
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
UAA01/OAA0101

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 15, 28

 Nature and quantity of the products to be

required : Satellite Mobile Phone, Quantity

is 701 sets

 Type of the procurement : purchase

 Basic requirements of the procurement :

as enclosure

 Time‑limit for the submission of the re‑

quested material : 17 : 00 4 October, 2024

 Contact point for the notice :

HATAKEYAMA Satomi, Communications

Infrastructure Division, Commissioner Ge‑

neral's Secretariat, National Police Agen‑

cy, 212 Kasumigaseki Chiyoda‑ku

Tokyo 1008974 Japan. TEL 033581
0141 ext. 6189

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和６年９月３日
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構

那珂フュージョン科学技術研究所
管理部長 松田 好広

◎調達機関番号 804 ◎所在地番号 08
〇第 12 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 ＩＴＥＲダイバータ
不純物モニター機械設計の改良及び試作 一
式
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